
※ 管理形態欄には、直営・管理委託・指定管理者の別を記入

２．現指定管理者の概要【施設所管課記入】

３．施設の概要【施設所管課記入】

平成２６年　４月　～　平成３１年　３月 指定管理者 公益財団法人宮城県視覚障害者福祉協会

公益財団法人宮城県視覚障害者福祉協会指定管理者平成３１年　４月  ～　令和６年　  ３月

平成２１年　４月　～　平成２６年　３月 指定管理者

（様式第１号）

指定管理者制度導入施設の管理運営に関する評価票（評価対象年度：６年度）

施 設 の 名 称 宮城県視覚障害者情報センター

１．当該施設の管理形態の推移【施設所管課記入】

期　　　　　             間 管理形態 指定管理者（管理受託者）の名称 摘 要

公益財団法人宮城県視覚障害者福祉協会

　　　　　　　　　　　～　平成２１年　３月 直営 　

指 定 管 理 者 の 名 称 公益財団法人宮城県視覚障害者福祉協会

施 設 所 管 部 課 （ 室 ） 宮城県保健福祉部障害福祉課

公益財団法人宮城県視覚障害者福祉協会

所在地 仙台市宮城野区幸町四丁目６－２

令和６年　  ４月　～　令和１１年　３月 指定管理者 公益財団法人宮城県視覚障害者福祉協会

指 定 管 理 者 の 名 称
名  称

設 置 年 月 昭和38年　　 １月

根 拠 条 例 等 視覚障害者情報センター条例

施 設 の 名 称 宮城県視覚障害者情報センター

所 在 地 仙台市青葉区上杉六丁目５－１

指 定 期 間 平成３１年　４月　１日　～　令和　６年　３月３１日　（５か年）

募 集 方 法 　■　公募　　□　非公募

設 置 目 的
視覚障害者情報提供施設として、視覚障害者の福祉の増進に努めるとともに、点字図書、録音
図書を製作する奉仕員を養成することにより図書の整備を図り、視覚障害者に充実した読書環
境を提供する。

施 設 の 内 容

敷 地 面 積 519.59㎡

構 造 鉄筋コンクリート造　地上２階

内 容

事務室、風除室、閲覧室、交流スペース、閲覧室、交流スペース、発送作業室、
点字倉庫、デイリー倉庫、給湯室、更衣室、休憩室、相談室、対面音訳室（聴読
室）、用具体験室（機器展示室）、倉庫、トイレ（男子・女子・多目的）、点字印刷
室等、編集室、制作室、ボランティア室、研修室、録音室、スタジオ、調整室

指 定 管 理 者 が 行 う
業 務 の 範 囲

・点字刊行物等の製作及び利用に関する業務
・点訳、音訳等を行う奉仕員の養成に関する業務
・視覚障害者への情報提供及び視覚障害に関する相談に関する業務
・地域における連携体制の構築及び障害理解の啓発に関する業務
・情報センターの維持管理に関する業務
・その他知事が別に定める業務

利 用 料 金 制

採 用 の 有 無 　□　有　　■　無

利 用 料 金 の 名 称 　

開 館 （ 所 ） 日 月～金曜（祝日、年末年始除く）、第１・第３日曜日

開 館 （ 所 ） 時 間 午前９時００分　～　午後５時００分



４．施設利用実績【施設所管課記入（太枠内は指定管理者記入）】

 (1) 開館（所）日数及び利用者数

日 日 日

人 人 人

※ 対象施設が複数ある場合は施設ごとに記入

 (2) 延べ利用者数の内訳

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

５．管理運営収支実績【施設所管課記入（太枠内は指定管理者記入）】

 (1) 収入

 (2) 支出

 (3) 収支

35 94.6% 94.6%

263 263 278 105.7% 105.7%

プライベートサービス

対面音訳サービス

点字の指導

118

338

146 146 145 99.3% 99.3%

37 37

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(A)

前　年　度
（令和５年度）

(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(C)

100.0% 103.5%

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

開館（所）日数 265 256 265

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(A)

前　年　度
（令和５年度）

(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(C)

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

延べ利用者数 9,832 9,841 20,366 207.1% 207.0%

97.0% 97.9%

点訳・音訳奉仕員養成講座修了者 11 30 11 100.0% 36.7%

利用登録者数 1,178 1,168 1,143

232.2% 232.2%

相談業務 118 199 168.6% 168.6%

施設等の利用者 7,741 7,741 17,976

171.3% 171.3%

合　　　　計 9,832 9,841 20,366 207.1% 207.0%

自主事業 338 579

（単位：千円、％）

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(A)

前　年　度
（令和５年度）

(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(C)

98.9% 105.9%

利用料金収入 #DIV/0! #DIV/0!

県指定管理料 61,391 57,316 60,717

#DIV/0! #DIV/0!

収 入 計　(ａ) 61,391 57,316 60,717 98.9% 105.9%

その他

102.1% 106.7%

施設管理費 9,831 8,619 10,335 105.1% 119.9%

人件費 41,830 40,018 42,707

102.4% 114.9%

その他 #DIV/0! #DIV/0!

事業運営費 9,730 8,679 9,968

102.6% 109.9%

収    支  (ｃ)=(ａ)-(ｂ) 0 0 -2,293 #DIV/0! #DIV/0!

支 出 計　(ｂ) 61,391 57,316 63,010

#DIV/0! #DIV/0!

次期繰越収支差額 0 0 -2,293 #DIV/0! #DIV/0!

前期繰越収支差額 0 0 0



（１）収入

 (2) 支出

 (3) 収支

前期繰越収支差額 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

事業費 9 9 0 0.0% 0.0%

その他 0 0 0

次期繰越収支差額 0 0 2 #DIV/0! #DIV/0!

支 出 計　(ｂ) 9 9 0 0.0%

収    支  (ｃ)=(ａ)-(ｂ) -5 -5 2 -40.0% -40.0%

#DIV/0! #DIV/0!

その他 0 #DIV/0! #DIV/0!

収 入 計　(ａ) 4 4 2 50.0% 50.0%

4 2 50.0% 50.0%

　※　自主事業を実施している場合は、上記に準じて、自主事業の収支実績を別掲

（単位：千円，％）

項　　　　　目

事業計画 実　　績
対計画比
(C)/(A)

対前年度比
(C)/(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(A)

前　年　度
（令和５年度）

(B)

評価対象年度
（令和６年度）

(C)

自主財源 4



６．評価対象年度（令和６年度）の管理運営評価【指定管理者・施設所管課記入】

評価 評価

5 人 6 人

A

事業実績
【指定管理者記入】

指定管理者の自己評価
【指定管理者記入】

県の評価
【施設所管課記入】

・設備保守管理業者並びに器具類取扱業
者と緊密に連絡をとり、保守点検、修理等を
実施した。

・新施設内の設備や仕様に関して、適宜利
用者・奉仕員等から意見を頂き、対応可能
なものについては随時対応した。(設備調
整、備品購入、点字の貼付等行った)
・節電対策として冷暖房使用時にはサー
キュレーターを併用して使用し効率化を図っ
た。

A

・利用者、奉仕者からの要請に応じて、必要
設備の補充、設置を適宜対応している。
・新施設移行後の管理運営も、基本協定に
基づき機械設備等点検業務を適切に実施
している。
・サーキュレーター等の利用により自主的に
光熱費削減等効率化に努めている。

A

利用実績

項　　目

管理運営体制

人員体制

施設・設備の維
持管理業務の

実施

運営業務（ソフ
ト事業等）の実

施

・昨年度実績を踏まえ、計画的に実施した
が、施設建替えによる不足分の備品設置や
近年の物価高騰の影響により支出が大幅に
増となった。
・除草作業や、「感謝の集い」における記念
品の発注等、障害者就労施設からの優先
調達に努めた。

・職員は正規5名、非常勤6名（うち法人本
部兼務1名、嘱託1名、準職員4名）、合計
11名の配置。
・内部研修の実施。
・救命救急講習の受講。

　業務仕様書に基づき業務を実施。
①来館利用者の応対
②館外利用者の登録事務
③点字・録音刊行物等の館外利用
④点字・録音刊行物等の受入・管理
⑤製作、奉仕員の養成
⑥奉仕員との連絡・協力体制の構築
⑦情報誌の発行・情報提供
⑧雑誌録音物の製作・貸出
⑨他の点字図書館との協働
⑩相談業務
⑪視覚障害者福祉ガイドの作成
⑫プライベートサービス
⑬対面音訳サービス
⑭点字の指導
⑮情報機器の操作体験・講習
⑯視覚障害者支援機器の体験・貸出
⑰講師の派遣
⑱施設の開放・奉仕員との交流
⑲会場提供
⑳災害への備えと、災害発生時の対応
㉑公共図書館等との連携

・全国の施設に対する相互貸出を点字678
件(全国2位)・録音3994件(全国12位)行っ
た。
・サピエ図書館にアップロードした図書製作
数は点字169タイトル（全国18位）・音声
377タイトル（全国2位）・手テキストデイジー
50タイトル（全国13位）となった。
・音訳奉仕員、点訳奉仕員のステップアップ
講習をオンライン形式も取り入れながら定期
的に実施した。講師についても他県で活動
している講師に依頼するなどし、奉仕員の図
書製作技術の向上を図った。
・図書の利用については、従来のCD媒体だ
けでなく、SDカードやUSBメモリなど利用者の
希望する外部記録媒体に入れて提供する
サービスを本格的に稼働し1845件の利用
があった。
・貸出用図書の点字装備については「手打
ちでの製作」から「点字プリンタ出力」方式に
切り替え、作業を省力化した。
・「夏休み！ふれあい広場」は利用者や奉
仕員の協力も得ながら、視覚障害理解の内
容を充実させることができた。
・「感謝の集い」を来賓等をコロナ以前の状
態に戻し実施した。またその様子をオンライ
ンで視聴可能とするなどの方法で、情報セン
ターの開放及び奉仕員との交流に努めた。
また、就労支援事業所による販売コーナー
の設置、キッチンカーの出展等を行った。
・点字訓練については、参加者の視覚支援
学校入学や病気等諸事情により参加者減
少した。
・地域連携推進員及び視覚障害当事者職
員を積極的に配置し、障害理解の啓発及び
つながり作りに努めた。視覚障害者交流会
31回、出前講座を7回実施した。
・WEB図書館（サピエ図書館）の長期停止
期間に備え、利用者への事前周知を徹底
するなど、可能な範囲で貸出業務を継続す
ることができた。
・県図書館主催「公共図書館等職員研修
会」・「ボランティア養成講座(音訳専門講
座)」、大崎市図書館主催「音訳ボランティ
ア養成講座」「対面朗読ステップアップ講
座」等の各種講座・研修へ、奉仕員２名、職
員３名を派遣した。

主
な
視
点

経
済
性

効
率
性

　・職員全員の努力により利用者、奉仕員
等から良好な評価を得た。
・全職員を対象に内部研修を8回実施した。
・救命救急講習を輪番で受講した。

A

・例年同様、視覚障害を持つ職員にも配慮
し、情報共有の手段や機会の確保について
工夫を凝らしている。
・AED等使用救命救急講習を輪番で受講し
有事に備えている。
・適宜センター内においても研修を実施する
ことで、職員の技能向上に努めている。

A

収支実績

「５、管理運営収支実績」記載のとおり

B

・収支計画に基づき、適切な管理運営がな
されている。
・除草作業や物品の発注等を障害者就労
施設から行うことにより、障害者の社会参加
の増進に寄与している。

・全国的な視覚障害者情報提供施設や団
体との連携により、貸出数が全国的に高い
水準を維持した。
・新型コロナウィルスの影響下で行っていた
音訳奉仕員、点訳奉仕員のオンライン講習
を継続して実施することにより受講者数の増
加を図り、分け隔てない技術向上に取り組
んでいる。
・昨年度より図書利用について、ＳＤカードや
USBメモリなど、利用者の各種ニーズに合わ
せた方法で提供することにより、利用者数の
向上に繋げている。
・「感謝の集い」では、例年のような記念品
贈呈のみならず、マッサージ体験や、キッチ
ンカーでの販売など、新たな企画の提供を
行ったことにより、奉仕員のモチベーションの
維持向上に繋げられた。
・点字訓練については、例年減少傾向に
あったものの、ボランティアの協力もあり、微
増した。
・読書バリアフリー法の施行に伴い、県図書
館や市町村図書館主催の講座で積極的に
職員や奉仕員を派遣し講話を行うことで、視
覚障害者への理解促進と県図書館とのつ
ながりを深めている。

A

正規 非正規

「４、施設利用実績」記載のとおり

A

・センターサービス内容についてセンターだ
より、ホームページ等でPRを行い、関係機
関との連携を図った。

A

・利用者の施設入館数をセンサーで正確に
記録することにより、昨年度より延べ利用人
数は前年度実績、事業計画値を２倍近く大
幅に上回る実績となっている。
・隣接する視覚障害者支援学校生徒の施
設利用が大幅に増加している。
・センターサービスの周知に地域連携推進
事業も活用し、各地のニーズを掘り起こすこ
とができている。



評価 評価

事業実績
【指定管理者記入】

指定管理者の自己評価
【指定管理者記入】

A

A

個人情報の保
護

有
効
性

・開館時間外の留守番電話、FAX、メール
での受付。
・市町村障害福祉担当職員へセンター周
知。
・視覚支援学校職員との連携。
・新刊図書利用申込みの平等性と複製によ
る対応

・視覚障害に関することについて幅広く相談
を受付け、対応した。
・地域連携推進員を活用し市町村福祉課
等への業務周知を実施した。
・視覚支援学校と月１回の定期連絡会議を
実施し、情報共有を図った。
・視覚障害者関係団体の会合や研修場所
として積極的に会場提供を行った。

A

A

・条例に基づき第１・第３日曜日開館
・開館時間外の留守番電話、FAX、メール
での受付
・市町村・県障害福祉担当職員への周知
・情報機器操作講習会・すいてん会の開催
・訪問型機器講習の実施
・視覚支援学校職員との連携
・奉仕員団体との定期調整
・メールマガジン「視覚ニュース」の発行

・施設入口に「ご意見カード」「同回収箱」設
置。
・利用者の方には、「情報センターだより」に
より周知。
・苦情処理責任者及び担当者に視覚障害
当事者職員を配置。

・「ご意見カード」の設置、「情報センターだよ
り」での呼びかけを実施した。
・アンケート等で寄せられた意見に対して
は、職員間で共通理解を図り、対応可能な
ものについては即時に対応した。 A

・寄せられた利用者からの意見については、
業務仕様書に基づき適切に所管課宛て報
告し、誠実に解決に努めている。
・ボランティアを含め、利用者からの施設内
設備の要望に関して即座に対応をし、カー
テンや加湿器等を設置した。

A

・職員に対し定期的に個人情報の取扱いや
セキュリティポリシーについて確認を行なっ
た。
・個人情報に関するデータについては、担当
を明確にして処理を行う。利用者・奉仕員
等の個人データ保存用サーバーを設け、職
員使用端末には個人データを保存しないよ
う適切に管理した。
・一斉に複数人へメールを送信する際には
メーリングリストによる送信を行い誤送信の防
止に努めた。
・情報センター内のネットワークを分け、奉仕
員及び利用者の使用するPCからは、職員
用（個人情報管理）サーバーへアクセスでき
ないよう管理した。
また、WEB図書館システムパスワードについ
ては必要に応じ変更し、奉仕員台帳にはパ
スワード設定を行う等、情報漏えい防止に努
めた。
・使用しなくなった個人情報については速や
かに消去及び廃棄を行なった。

・宮城県視覚障害者情報センター消防計画
並びに緊急時連絡網の職員への周知徹
底。
・施設利用者（利用者及び奉仕員）に対し、
非常時における対応について周知。
・避難訓練の実施。

・奉仕会及び利用者の集まった際などに、
非常時の行動や避難経路の確認を行った。
・避難訓練は、通報訓練を含め実施した。
非常時における職員の体制を確認するとと
もに、利用者・奉仕員・職員の安全確認の
声掛けも随時行いながら実施した。
・センターだよりに防災関連情報を継続して
掲載し、利用者への防災意識の啓発に努め
た。
・勤務時間外における緊急対応の訓練とし
て、緊急時連絡訓練を行なった。

A

・東日本大震災の経験から、災害発生時の
対応として、視覚障害者を地域で支える体
制を構築するため、市町村や地域住民を対
象に視覚障害に関する理解促進のための
交流会を継続的に実施している。
・勤務時間のみならず、勤務時間外におけ
る緊急対応の訓練も実施することで、非常
時の体制や行動の確認を行っている。
・緊急連絡網を定め、有事の際の的確な情
報伝達網が整備、管理されている。

A

・地域連携推進員制度を活用し、当セン
ターや視覚障害に関する情報を市町村障
害担当窓口に周知し、県民の平等性に努め
ている。
・視覚障害者関係団体の会合や研修場所
として積極的に会場提供を行うことで、視覚
障害者のセンター利用の配慮等に努めてい
る。

・定期的に刊行しているセンターだよりを「サ
ピエ図書」にアップロードしオンライン利用を
可能としたことは、情報利用の継続性と、昨
年度の課題であった、オンライン環境を併用
した事業展開への取組実施であると評価で
きる。
・視覚障害者向けの機器の常設展示に加
え、地域での行事開催時にも機器展示を
行ったことは、当事者が実際に製品を見て
触れる機会を増やし、存在や利便性を知っ
てもらうことで利用者のニーズに寄り添った
サポートを実現している。
・相談事例の記録を職員間での共有をする
ことにより、個々の職員のスキルアップ及び
組織全体の相談対応能力の向上に繋げ
た。

県民の平等利
用

安全対策

項　　　　目

利用者サービ
スの向上

利用者の苦
情、要望等の

把握とその反映

・当センター製作の定期刊行物センターだよ
りほか数誌をCD1枚に収録した、デイジー版
情報誌「デイジーマガジンみやぎ」の発行を
継続するとともに、「サピエ図書館」にアップ
ロードしオンラインによる利用を可能とした。
・「情報機器操作講習会」を毎月１回日曜
開館に合わせて実施した。
・視覚障害者向けの日常生活用具及び補
装具、便利グッズ等を、常時展示したほか、
地域での行事開催時においても展示し利用
者の便宜を図った。
・展示している視覚障害者向け用具等を希
望者に対し体験及び貸出を行った。
・相談事例については記録を取り、職員で共
有を図りスキルアップに努めた。
・メールマガジンの発行を通じ、「センターだ
より」掲載後に取得した情報等を随時提供し
た。

A

そ
の
他

県の評価
【施設所管課記入】

基本協定書を順守するとともに、個人に関
する事項については外付けハードディスク保
管の徹底及び個人情報へのアクセス防止の
措置を引続き講じた。

・職員間で情報セキュリティ対策を定期的に
確認するとともに、人為的ミスが発生しない
ようメールマガジン配信を行うなど各種工夫
を凝らすことで情報漏洩防止に努めている。
・使用しない個人情報について速やかに廃
棄することに加え、個人情報の保管及び破
棄に関するルールが職員間で十分に共有さ
れており、適切な情報管理がなされている。

A

主
な
視
点



　　　【指定管理者が行う自己評価の基準（目安）】

　

　　　【県が行う評価の基準（目安）】

　

７．施設管理運営の課題等【指定管理者・施設所管課記入】

項　　　　目

管理運営の課題等

指定管理者
【指定管理者記入】

　・社会福祉施設として地域社会に根ざした運営が出来るよう業務に取り
組んでいく必要がある。
・奉仕活動、利用者サービスについては、現地とオンライン環境を併用し
た事業展開が見込まれる。また、それに伴い、各業務担当職員のICTス
キルアップが課題となる。
・全国で頻発している災害等を踏まえ、自館の災害対策だけではなく、隣
県施設との協力体制等、改めて検討していく必要がある。
・利用者、奉仕員の防災意識向上を図るとともに、緊急時の職員体制に
ついては、引き続き認識を徹底したい。
・全国単位で実施されていた音訳指導技術講習会が令和４年度よりブ
ロック単位で実施されることとなった。令和８年度は当施設から委員を選
出する必要があり、今後も東北・新潟・北海道ブロックの各館、及び上部
団体と密に連携を取りながら、対応していきたい。
・奉仕員の高齢化及びベテラン奉仕員の減少が進んでおり、ICT利活用
におけるデジタルデバイドが進んでいる。

県
【施設所管課記入】

・奉仕員の高齢化が進んでいることが大きな課題の１つであり、オンライン
講習による新規受講者確保は進んでいるものの、実際の活動への定着
率や高度な技術の継承のために、若年層の確保に向けた更なる働きかけ
が必要である。
・今後、増加が予想される在日外国人視覚障害者への多言語対応な
ど、より個別化・高度化したニーズへの対応体制を強化する必要がある。
・デジタルテクノロジーが普及する中で、オンライン講習会やIT機器講習な
ど、利用者のライフステージに応じたサービスの提供等、多角的なサポー
トネットワークの構築が必要である。また、センターの活動内容や提供サー
ビスについて、県民全体への認知向上と潜在的利用者へのアプローチ等
更なる働きかけが必要である。
・図書の郵送費の上昇など、費用面の課題もあり、限られた予算の中で
最大限のサービスを継続して行うためには、より一層の効率的な運営体
制の確立が求められる。

自主事業の実
施

Ａ  年度事業計画書等の内容と同程度の実績であり、適正な管理運営を行った。

Ｂ

・「すいてん会」
　　(毎月1回実施)
・「タンデム自転車の貸出」
　　(希望者・団体へ随時貸出)
・「リトルフリーライブラリー」
　　(自由に利用できる本棚の設置)
・「絵本サロン」
　　(親子の読み聞かせの場として点訳絵
本・交流スペースを開放)

・視覚障害者同士の情報交流を中心とした
「すいてん会」は、月１回程度で開催した。
iPhone相談や視覚障害者向けゲームなど、
参加者のニーズに沿った内容を柔軟に取り
上げて実施し、好評を得た。(73名)
・県内の団体に対して「タンデム自転車の貸
出」を行った。(4件)
・「リトルフリーライブラリー」として点訳、音訳
済みの原本を活用し、誰でも自由に利用で
きる本棚を設置し広く開放した。(468件)
・令和6年度から毎週金曜日に、閲覧交流
スペースを親子の読み聞かせの場「絵本サ
ロン」として開放した。(34件)

Ｃ  年度事業計画書等に基づく管理運営が適切に行われたとは認められず、大いに改善努力が必要である。

Ｓ  年度事業計画書等の内容を上回る実績であり、優れた管理運営が行われた。

Ａ  年度事業計画書等の内容と同程度の実績であり、適正な管理運営が行われた。

Ｃ  年度事業計画書等に基づく管理運営が適切に行われなかった。大いに改善努力が必要である。

評　　価 評　　価　　の　　考　　え　　方

Ｂ

S

・各種自主事業に積極的に取り組むことによ
り、前年度に比べて約200名以上の利用者
数の向上に寄与した。
・月１回開催した「すいてん回」では、日常生
活の有用なツールであるiPhone相談会を行
うなど、参加者のニーズに応じた事業を展
開している。
・令和6年度から行った「絵本サロン」の開放
件数も多く、既存の閲覧交流スペースを新
たな用途で活用することで、施設の有効利
用が図られている。

 年度事業計画書等の内容を下回る実績であり、さらなる工夫・改善が必要である。

S

・宮城版スマートサイトへの協力
・録音図書製作委員会の継続開催
・奉仕会会長との連絡会の実施
・隣接する視覚支援学校との定期連絡会の
実施
・宮城刑務所受刑者への点字指導
・「わが社のｅ行動(eco do!)宣言」への登録
・就労支援施設等への会場提供
・就労支援施設への事業協力(廃棄物品の
活用)その他の取組

 年度事業計画書等の内容を下回る実績であり、さらなる工夫・改善が必要である。

そ
の
他

A

評　　価 評　　価　　の　　考　　え　　方

Ｓ  年度事業計画書等の内容を上回る実績であり、優れた管理運営を行った。

総　合　評　価

　昨年度の新施設による運用開始に伴い、
学校生徒の利用、交流スペースの利用等
により施設利用者が大幅に増加した。
　新施設についても利用者・奉仕員から概
ね好評を得ている。
　市町村や関係機関との連携体制の構築
に努めた結果、年々各市町村及び関連施
設からの問い合わせも増加してきており、い
くつかの市町村からは視覚障害者への情報
提供に関して積極的な協力を得ることがで
きている。

A

・各種講習会や、図書の貸出等、オンライン
との併用を行うことにより、利用者数の向上
につなげている。
・交流スペースにタブレット等の電子機器の
設置や、利用しやすい環境を整えることによ
り、隣接する視覚障害者支援学校生徒の利
用数が大幅に増加した。
・継続して市町村や関係機関との連携体制
の構築に努めたことで、市町村等から視覚
障害者への情報提供に関して積極的な協
力を得ることができている。県内で地域差が
生じないよう、未実施の市町村に対しても積
極的なアウトリーチ活動が求められている。

・視覚障害者への多角的なケアを目指して
連携を組んでいる宮城版スマートサイトへ
コーディネーター窓口として引続き登録し
た。
・点字学習を希望する宮城刑務所受刑者
へ、点訳ボランティアの支援により、墨点字
による校正を行った。
・「わが社のｅ行動(eco do!)宣言」も引継ぎ
登録し、グリーン購入等に努めた。
・昨年度に引き続き多くの見学者があった
(316名)。また、他県からの問い合わせ等
あった。
・県内の就労支援施設による物品販売や
マッサージの提供等に施設を会場として提
供した(94件)。
・不要となった点字バインダーを就労支援施
設へ譲渡し、加工したものを販売品として再
活用していただいた。

S

　・例年に引き続き、宮城県版スマートサイト
へ登録し、関係機関との支援・連携体制を
整えている。
・廃棄物品の積極的な再活用を行うことで
環境的配慮に努めており、就労支援施設と
の連携によるさらなる地域コミュニティの活
性化に寄与している。

S


